
令和二年度予算・税制改正要望

予算要望 税制改正要望

運営費交付金等
基盤的経費の拡充

施設整備費補助金
等の拡充

知的インフラに係る
環境整備の充実

附属病院に必要な
財政的支援の確保

多様な財源の確保と
柔軟な資産運用を促
進する規制緩和等

個人寄附に係る税額
控除対象を教育研究
活動支援全般へ拡充



基盤となる運営費交付金の拡充と適切な競争的資金のデュアルサポートが必要
1（出典）文部科学省資料をもとに国大協事務局作成

運営費交付金等の推移・予算配分バランスの変化
○予算配分バランスの変化（経常収入の内訳）

（注）附属病院収益は除く
（注）競争的資金等は、補助金等収益、受託研究等収益等、寄付金収益、研究関連収益

及びその他の自己収入の合計額
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○国立大学法人運営費交付金等の推移
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令和元年度、共通指
標による評価に基づく

傾斜配分の導入
（R元年度は700億円）

財源不安定化
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当初予算額（一般会計・施設整備費補助金）

補正予算額等（一般会計・施設整備費補助金）

当初予算額（復興特会・施設整備費補助金）

補正予算額（復興特会・施設整備費補助金）

○国立大学法人等施設整備費予算額の推移（国費相当分）

法人化以降予算が減少

○施設の老朽化

連絡通路の屋根崩落

一歩間違えれば大惨事につながる恐れ

外壁・サッシの落下の危険 配管の腐食

施設整備費等を確保・充実し､教育研究力強化の環境を整備することが必要

（出典）文部科学省資料をもとに国大協事務局作成

2

（億円）

施設等環境基盤の老朽化

施設整備費予算額の減少により、施設の老朽化が進行し安全面・機能面等に課題

令和元年度当初予算額のうち808億円は
防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置）

電気ケーブルの劣化

今後も継続的
予算措置を



0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

320

19
75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

20
00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16

%百万円

年度

その他
データベース
電子ジャーナル
雑誌
電子書籍
図書
対大学総経費比率

○図書館資料費の推移：国立大学 1大学あたり平均額

教育改革推進や研究力の向上のためには、知的インフラの整備拡充が必要不可欠

（グラフ出典）文部科学省（旧文部省）の「学術情報基盤実態調査結果報告」（旧「大学図書館実態調査結果報告」）による〔JUSTICE事務局作成〕

３

電子ジャーナル価格高騰による研究経費の圧迫

大学予算減少の中で図書館資料費を確保しているが、必要な学術誌をすべ
ては購入できない。また、電子ジャーナルの毎年の値上げにより、予算が
同額であれば購読できる学術誌数が漸減し、研究環境悪化の懸念も。
教育・研究活動に大きな支障



地域医療拠点体制の充実、医師等の教育研究基盤の充実、さらには大規模災害時に医療拠点として貢献す
る等のため、消費税増税に係る確実な対応及び高度な医療を提供するための診療機器等の導入・更新を可
能とする財政的支援の確保・充実が必要 ４（出典）国立大学附属病院長会議資料をもとに国大協事務局作成

○診療機器等取得額の推移

〇財源不足のため、診療機器等取得額が年々される減少して
いるほか、近年は減価償却額を大幅に下回っている。耐用
年数を超えた使用期間の長期化が懸念
〇平成２９年度は借入金を財源とした整備が行われてお
り、今後も借入金に依存する状況が続くと推測される

○国立大学病院の収益と費用の推移
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（注）診療機器等取得額は、各年度の支出額で、附属病院の活動に使用する
50万円以上の診療機器や管理用機器などの総額を計上している

〇病院収益が増加している一方で、費用（人件費・診療経費）
も増加しており、医業収支は赤字が拡大

注：金額は、単位未満四捨五入のため計が一致しない場合があります。

国立大学病院を取り巻く経営環境について

○国立大学病院における共同調達の取組

平成30年度削減額は、約５億円
（医療材料 約4億円、医療機器約1億円）

〇平成28年６月より、すべての国立大学病院による共同調達を開始。
〇平成30年度は、需要が多く汎用性の高い医療材料や機器について対象を拡大。
〇来年度も引き続き対象品目を増やしていく予定。



○科研費は、全ての学術研究分野を支える競争的な基礎的資金として定着し、新たな産業の創出や
安全で豊かな国民生活に大きく貢献している
これを推進するためには、予算の拡充を行うとともに、研究費の効果的・効率的な使用に資する
基金化の推進が必要

○科研費の応募・採択件数、採択率の推移

（出典）日本学術振興会「科研費等の審査に係る総括」（平成23～29年度）及び「平成29年度科学研究費助成事業の配分について（概要）」をもとに国大協事務局作成５

○科研費の充足率の推移
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○科研費の１課題辺りの平均配分額(直接経費)
の推移（新規＋継続）
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産学連携による共同研究推進
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国立大学における民間企業との共同研究・
受託研究実施件数及び研究費受入額の推移

国立大学における共同研究・受託研究の実施件数及び研究費受入額は、平成23年に比して、
それぞれ約47％増、約82％増と大幅に増加しており、今後、更なる拡大を図る。

大学における民間との共同研究・受託研究
研究費受入額（H29）

73.0％

4.5％

22.4％

（単位：百万円）

国立大学
53,630公立大学

3,342

私立大学
16,452

（単位：百万円、件）
H23から

実施件数は約47％増
受 入 額 は約82％増



平成28年度の国立大学への寄附額は1,313億円であり過去10年間で最高額！

○国立大学の寄附金収入
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個人寄附は
約３倍の伸び！

(億円)

○平成30年度の税制改正により、
評価性資産の寄附について非課税要件が緩和

H27 H28

とりわけ個人寄附については、平成２８年度から学生へ
の修学支援に対する寄附について所得税の軽減措置が拡
充されたことを追い風に、前年度比約３倍の伸びを見せ
ている！

７

これまでも、各国立大学では、クラウドファンディング等
の新たな取り組みを積極的に行いながら寄附の獲得に努め
てきたが、本改正を受け、遺贈を含めた個人寄附のさらな
る獲得に向けて、更にファンドレイジングに注力していく

寄附収入の拡大

（出典）文部科学省提供資料（国立大学の財務諸表 等）より国大協事務局作成

この流れを一層促進するためには、個人寄附金に係る税額控除の対象を修学支援のみならず
教育研究活動全般への支援に拡大することが必要
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